
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　１　平成21年度決算統計に基づいて算出しています。

　　　　２　人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含んでいます。

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成21年４月１日現在の人数です。

　　　３　給与費は、管理職8～10％、その他の職員は4～8％を減額しています。

(3) 特記事項

平成21年度は、次のとおり給与の減額措置を行っています。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　 　
(5) 給与改定の状況（人事委員会未設置）

　　　　　　Ａ

21年度

21年度
261 975,879

千円人 千円

5,854

（参考）類似団体平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ 給与費 B/A

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

千円

403,501 1,520,092

千円 千円

5,824

　　　　　　　千円

8～10%

4%～8％

25.0%

20.0%

　　　　　千円

140,712

実 質 収 支

15,987,965

人　

区　　分

歳 出 額

　　　　　　Ａ

15,874

職員数

132,728 14.2

別紙３

区　　分 住民基本台帳人口

（平成21年度末）

隠岐の島町の給与・定員管理等について

　　　　　　Ｂ

人 件 費

2,270,593

　　　　　千円 　　　　　千円

（参考）

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

　　　　　　　　　　　％

20年度の人件費率

　　　　　　％

15.2

給料月額 管理職手当

16.0%

その他の職員

区 分

町 長

副 町 長

教 育 長

管 理 職 定額の20％減
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94.3  

(H17) 

94.4 
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 95.9 
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95.1 

92.5
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93.5

94.0

94.5

95.0

95.5

96.0

96.5

隠岐の島町 類似団体平均 全国町村平均 
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２　一般行政職給料表の状況（平成22年４月１日現在）
　　　　（単位：円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　一般行政職とは、税務職、福祉職（保育士）、看護・保健職、技能労務職などを除いたものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものです。

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成22年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものです。　

（2) 職員の初任給の状況（平成22年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

（注）　下段の（　　）内は減額後の額です。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　当該階層の職員が３人以下のため近似の階層の職員を含めた平均額です。
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経験年数１５年区　　　　分

一般行政職

－

－

高　校　卒

技能労務職

大　学　卒

国島根県

--

361,015

322,291

技能労務職
137,200

(127,596)

区　　　　　分

(135,897)
高　校　卒

一般行政職

大　学　卒

140,100

339,884

平均給与月額

（国ベース）

区　　分 平均給与月額平均給料月額

平均給与月額

326,562

44.8

353,353

395,666

303,200 322,633

平均給与月額

351,838

（国ベース）

314,251

326,500

389,645

―

350,886

138,400

経験年数２０年

－

170,200

(161,868)

296,791283,952

-

隠岐の島町

172,200172,200

(167,034)

島根県 388,17250.1

―

339,620

284,51449.3

類似団体

国

370,656

民間事業者平均

305,811

2



４　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年４月１日現在）

（注）　１　隠岐の島町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

     　 ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

　　　　　　　　人
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５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ - ）月分 ( - ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（2) 退職手当（平成22年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（平成22年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

支給実績（平成21年度決算）

30.55

59.28

28,199

0

59.28

1.4

0.7

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　役職加算　５～20％
    管理職加算15～25％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　役職加算　　５～20％
     管理職加算10～25％

1.4 0.7

2.75

定年前早期退職特例措置(50歳～57歳)（5～30％加算）
退職時特別昇給：平成24年度までに限る
　(勧奨退職の場合12号(58歳))
　

59.28

3.0

国の制度（支給率）

47.50

　定年前早期退職特例措置（２～20％加算）

30.55

41.34

59.28

23.50

33.50

1.5

59.28

41.34

1.35

47.50

59.28

23.50

隠岐の島町

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　役職加算　５～10％

2.65

0

国隠岐の島町

ー

33.50

支給対象職員数

―
1,546

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

国

1.50

ー

１人当たり平均支給額（平成21年度）

支給対象地域

1,536

支給率

ー該当なし

１人当たり平均支給額（平成21年度）

島根県
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 (4) 特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　１　支給実績については、休日勤務手当を含んでいます。

（6) その他の手当（平成22年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

手当の名称

0

１日につき290円

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

主な支給対象職員

死体等処理手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

0

0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

税務担当職員

144

189職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

防疫作業手当 感染症防疫作業従事職員

住居手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

主な支給対象業務

町税に関し滞納処分の
差し押さえに従事した場
合

感染症防疫作業に従事
した場合

左記職員に対する支給単価

行旅死亡人及び漂流死
体等の処理に従事した
場合

134,603

45,744

87,153

423,913

35,266

行旅死亡人等処理従事職員

手当の種類（手当数）

39,208

１件につき3,000円

3

49,600

22,834

支給職員１人当たり

１件につき3,000円（１日
15,000円を限度）

（5）時間外勤務手当
支給実績に含む

平均支給年額
（平成21年度決算）

11,985

１時間当り
の給与額
算出方法
が異なる

11,021

（平成21年度決算）
国の制度と
異なる内容

国の制度

-
医師、歯科医師等採用の困難な
職種に支給

-

との異同

同じ

配偶者　13,000円
２人（配偶者扶養）　6,500円
１人（配偶者非扶養）　6,500円
１人（配偶者なし）　11,000円
その他　5,000円
特定期間（満16歳年度初めから満
22歳年度末）の子の加算　5,000
円

交通用具
の区分及
び距離の
区分が異な
る

借家・借間居住者
①家賃23,000円以下の場合
　家賃-12,000円
②家賃23,000円を超える場合
　11,000円＋（家賃-23,000円）×
1/2

同じ

異なる

支給実績（平成21年度決算）

交通機関利用者
　最高支給限度額　55,000円
交通用具（自動車等）利用者
　2㎞～40以上　3,000～32,000円

支給実績

税務手当

手　当　名 内容及び支給単価

同じ

休日勤務手当

通勤手当

初任給調整手当

管理職手当
課長級　　定額
（支給率20％減額）

扶養手当

勤務時間数×勤務１時間当りの給
与額×135/100 異なる

5



６　特別職の報酬等の状況（平成22年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人

人）

人

人）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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7
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73.62万円×在職年数×500/100

△ 17574

261

任期毎

任期毎

174,000

505,000

299 △ 8

360,000

　　（平成21年度支給割合）

55

2

[     347     ］ [    △56    ］

0

500,640

625,800

420,000 218,000

345,000

△ 1

△ 1

552,150

3.35

給 料 月 額 等

（参考）類似団体における最高／最低額

報

酬

副 議 長

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

議 員

議 長

期
末
手
当 副 議 長

町 長

156,000

町 長

区 分

給

料 副 町 長

退
職
手
当

副 町 長

主 な 増 減 理 由

0

平成21年

職 員 数

平成22年

計

総　務

町 長

副 町 長

事務の統廃合縮小

＜参考＞

事務の統廃合縮小

＜参考＞

欠員不補充

議 長

736,200

14

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　

（類似団体の人口10,000人当たり職員数

160.01

88.02

事務の統廃合縮小

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　

（類似団体の人口10,000人当たり職員数

132.29

67.45
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（2)年齢別職員構成の状況（平成22年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（単位 ： 人 ・ ％）

(注)　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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